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テーマ  新たな障がい福祉施策への対応

主 催
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参 加 対 象

定 員

参 加 費

公益財団法人 日本知的障害者福祉協会

厚生労働省、文部科学省
( 一社 ) 全国肢体不自由児者父母の会連合会、( 一社 ) 全国児童発達支援協議会、
( 社福 ) 全国社会福祉協議会、全国社会就労センター協議会、( 社福 ) 全国重症心身障害児 ( 者 ) を守る会、
( 公社 ) 全国脊髄損傷者連合会、( 特非 ) 全国地域生活支援ネットワーク、
( 一社 ) 全国知的障害者施設家族会連合会、全国手をつなぐ育成会連合会、
障害のある人と援助者でつくる日本グループホーム学会、( 一社 ) 日本自閉症協会、
( 公社 ) 日本重症心身障害福祉協会、 ( 特非 ) 日本障害者協議会、( 公社 ) 日本精神科病院協会、
( 特非 ) 日本相談支援専門員協会、( 一社 ) 日本発達障害ネットワーク、( 公社 ) 日本発達障害連盟

【略称】社福：社会福祉法人、公社：公益社団法人、一社：一般社団法人、特非：特定非営利活動法人

平成２９年７月４日（火）・５日（水）

東京国際フォーラム　ホールＡ他（東京都千代田区丸の内 3-5-1）

①障害福祉施設・事業所の長（施設長及び管理者）
②障害福祉施設・事業所の中堅幹部職員
③社会福祉法人等役員
④地方自治体の担当者及び関係者
⑤その他

2,500 名

①会員・準会員　　　　15,000 円
②非会員・当日参加者　20,000 円

（※〆切日後の申込みは会員であっても上記②の扱いとさせていただきます。）

　平成 27 年 12 月に示された「障害者総合支援法施行 3 年後の見直しについての報告書」を受け、改正障害者総
合支援法が成立しました。現在、平成 30 年 4月1日の全面施行に向けた検討が進められていますが、「自立生活援助」
や「就労定着支援」等の新たなサービスが創設されるとともに、高齢障がい者の円滑な介護保険サービスの利用に
向けた新たな仕組み等が提案されています。また同様に、法施行後 3 年後の見直し事項の一つに、「障害者の意思
決定支援のあり方」が挙げられていましたが、このたび福祉現場における意思決定支援がより具体的に実施される
ための基本的な姿勢、方法、配慮すべき事項等の枠組みを示した「障害福祉サービス等の提供に係る意思決定支援
ガイドライン」が公表されました。さらに平成 30 年 4 月には、障害福祉サービス等報酬改定が行われます。
　このようななか、厚生労働省は、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域を共に創る「地域共生社会」の実現
に向けた取組みを加速化させるため、平成 28 年７月に「「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部」を設置し、具
体的な取組みについて検討を進め、今般、同本部において「「地域共生社会」の実現に向けて（当面の改革工程）」
が取りまとめられました。これらの取組みの一歩として、介護保険法を改正し、介護保険サービスの中に「共生型サー
ビス」を位置付けることにより、「介護保険又は障害福祉のいずれかの指定を受けた事業所がもう一方の制度にお
ける指定を受けやすくする見直し」が行われています。
　本会議では、行政説明やフォーラムディスカッションを通してこれらの動きへの理解を深めるとともに、今後の対
応を考えていきたいと思います。
　なお、平成 28 年 7 月 26 日に神奈川県相模原市の障害者支援施設で発生した大変痛ましい事件から約一年が
過ぎようとしています。講演を通じて、改めて本事件を振り返り、障がいの有無にかかわらず、お互いに人格と個性
を尊重しながら共生する社会づくりの実現に向けて考えていきたと思います。
　2 日目の分科会では、「障害児の支援」「地域共生社会の実現」「意思決定支援と権利擁護」「障害者の就労支援」
に関する４つのテーマにより議論を深めていくこととしています。
　関係者各位のご参加を心よりお待ちしています。
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平成29年
7月4日（火）・5日（水）

日時

東京国際フォーラム
会場

11:15　　　    12:00　　　   12:30　　　　　　   13:30　　           　14:30　    14:50　　　      16:50 

受　付 開会式 講演 行政説明 休憩 フォーラム
ディスカッション

 9:00 　　9:30　　　　　　   　　　 　　   　　                          　 15:00

受　付 分科会
午前の部

休憩
※時間は各分科

会スケジュー
ルによる

分科会
午後の部

第１日目　＜全体会＞ 2017 年 7 月 4 日（火）

第２日目　＜分科会＞ 2017 年 7 月 5 日（水）

11:15 〜 12:00 受付
12:00 〜 12:30 開会式

12:30 〜 13:30 講演「真の共生社会とは 〜津久井やまゆり園事件を振り返る〜」
講師：西原　雄次郎（ルーテル学院大学　名誉教授）

13:30 〜 14:30 行政説明　内山 博之
（厚生労働省社会・援護局　障害保健福祉部障害福祉課　課長）

14:30 〜 14:50 休　　憩

14:50 〜 16:50

フォーラムディスカッション
テーマ 「今後の障がい福祉施策への対応 〜平成30年4月へ向けて〜」
登壇者：	平野　方昭	 立教大学コミュニティ福祉学部福祉学科　教授
	 小澤　　温	 筑波大学・人間系　教授
	 衛藤　晟一	 内閣総理大臣補佐官・参議院議員
	 山本　博司	 参議院議員
	 橘　　文也	 日本知的障害者福祉協会　会長
進　行：	河原　雄一	 日本知的障害者福祉協会　政策委員会委員長

　第１分科会 これからの児童発達支援センター・障害児入所施設のあり方を考える
 〜子どもの立場からの包括的支援・共生社会にむけて〜

　第２分科会 「我が事・丸ごと」地域共生社会実現の取組みを考える

　第３分科会 意思決定支援と権利擁護

　第４分科会 障害のある人の就労のあり方を考える 〜就労系事業に求められる今後の役割〜

東急プラザ銀座

マロニエゲート銀座 マロニエゲート銀座

東京国際フォーラム（全体会・分科会）
JR 有楽町駅フォーラム口から徒歩 1分
JR京葉線東京駅から徒歩 5分（地下コンコースにて連絡）
東京都千代田区丸の内 3-5-1
TEL.03-5221-9000

1

2

【第1日目】

【第2日目】

お申込み・お問合せ
●参加申込み・宿泊に関する問い合わせ

名鉄観光サービス株式会社　新霞が関支店
平成29年度全国知的障害関係施設長等会議担当
〒100-0013  東京都千代田区霞が関3-3-2  新霞が関ビル ロビー階
TEL：03-3595-1121  FAX：03-3595-1119

●開催事務局（会議の内容に関するお問い合わせ）

公益財団法人	日本知的障害者福祉協会
	 全国知的障害関係施設長等会議
 （担当：柘植 ( つげ )・水内）

〒105-0013  東京都港区浜松町2-7-19 KDX浜松町ビル6階
TEL：03-3438-0984




